
アメリカ巨大企業のコーポレート・ガバナンス
（ 年

――取締役と

年）

執行役員の分析――

谷 口 明 丈

１ 課題

本稿の課題は

ンバー（

アメリカの巨大

は

， 年から 年までの

）と執行役員（ ）の経

企業におけるコーポレート・

じ め に

年間のアメリカにおける巨

歴のデータベースを加工，分

ガバナンスのあり方の変遷を

大企業の取締役会のメ

析することによって，

明らかにするための長

期にわたる基礎

筆者は拙著

バナンスの構造

ガバナンスの舞

なかったという

る「株主支配」

いで，いつごろ

的なデータを提供するととも

『巨大企業の世紀』において，

を検討し，「 年にいたる

台からほぼ退出させたとはい

べきであろう
）
」と結論した。

「金融支配」から「経営者支

「経営者支配」が確立した

に，そこから一定の仮説を導

世紀転換期から 年に至る

コーポレート・ガバナンスの

え，経営者支配確立への道の

本稿の第一の目的は，この研

配」への移行がいつ，どのよ

のか，「経営者支配」が「崩壊

き出すことである。

巨大合同企業 社のガ

変化は，旧所有者層を

半ばに到達したにすぎ

究を引き継ぎ，いわゆ

うに行われたのか，つ

」あるいは「変容」し

始めたのはいつ

以上の問題に答

拙著では，さ

わち専門経営者

再生産のシステ

執行役員の勤続

の視点からガバ

ごろで，それはなぜか，現段

えるための基礎作業を行うこ

らに，「経営者支配」は，ミ

の内部労働市場の形成によっ

ムの形成によって，その内的

年数に焦点を当て，専門経営

ナンスのあり方を明らかにす

階のガバナンスのあり方はい

とである。

ドルからトップへの昇進を可

て，言い換えれば，トップ・

基盤を得ることを主張した。

者の労働市場のあり方を追跡

ることである。

かようなものなのか，

能とするシステムすな

マネジメントの内部的

本稿の第二の目的は，

することによって，そ

また，経営者

ことによって明

第三の目的とな

本稿の特色を

本稿の特色の

にある。従来の

層が学校教育制度のなかで再

らかにし，それと経営者市場

る。

従来の研究とかかわらせて明

第一は，取締役会の構成の変

経営者支配論は，バーリーと

生産されていく状況を，執行

のあり方とを結びつけて検討

らかにしておこう。

化を実証的・統計的に明らか

ミーンズ以来，株式の分散に

役員の学歴を調査する

してみるのが，本稿の

にしようとするところ

焦点を当てて展開され

（ ）



てきた。しか

ガバナンスの

取締役会と執

アメリカ巨大企業のコーポレ

し，株式の分散は，逆に少数

あり方を一義的に決定するわ

行役員の構成の実態に踏み込

ート・ガバナンス（ 年

株式所有による支配の可能

けではない。したがって，

んでガバナンスの性格を規

年）（谷口）

性をも広げるのであって，

株式の分散を前提にしつつ，

定する必要がある。

本稿の特色

ある。最近の

タリングある

株式会社が本

えて，株式会

ように思わ

生・確立のプ

の第二は，ガバナンスの構

ガバナンス研究はもっぱら

いは社会的な統制という視点

来的に内包している矛盾が，

社の支配をめぐるステークホ

れる。現代企業の登場後

ロセスを明らかにし，その

造を 年という長期にわたっ

年代以降の現象について

から議論されることが多く

単なるプリンシパル―エー

ルダー間の闘争を呼び起こ

年間の変遷を検討することに

「崩壊」「変容」を歴史的に位

て観察するということに

，経営者の株主によるモニ

，所有と経営の分離という

ジェンシーという関係を超

すという点を見失っている

よって，経営者支配の発

置づけることができるで

あろう。

本稿の特色

びつけて考え

よって，優秀

て，さらに社

学歴を明らか

にできるであ

の第三は，経営者支配を，経

ようとする点にある。すなわ

な人材による経営者の再生産

会的にも経営者支配が受容さ

にすることによって，いつ頃

ろう。従来の研究はこのよう

営者すなわち自己の再生産

ち，企業内の昇進のシステ

が実現され，またそのこと

れると考えられる。経営者

このような再生産のシステ

な視点に欠けていた。

のシステムの確立過程と結

ムの確立と学校教育制度に

をつうじて，企業内におい

すなわち執行役員の経歴と

ムが確立したのかを明らか

２ データ

本稿では，

社の取締役と

しておこう。

まず，各

と

ングに依拠

ベース

年から 年まで，

執行役員のデータベースを加

年の上位 社を， 年につ

の論文
）
，

して抽出した。その結果は表

年の間隔で収集された産業企

工，分析する。このデータ

いては， の著作
）
，

については

１のようである。ただし，

業（ ）資産上位

ベースの作成の方法を説明

年と 年については

年の 誌のランキ

は

年のランキン

る。また，

た。 ，

ので除外した

次に，

ぞれの企業に

グのかわりに 年のそれを

年については，第６位

のデー

， の各年にランキン

。

， ， ， ，

ついて，取締役と執行役員の

使用しており，ここでも，

の

タが得られなかったので，次

グ入りしている

， 年の

リストを作成した。必要に

年のものを利用してい

と 位の

位の企業を分析対象とし

は の子会社な

を利用して，各年のそれ

応じて，各企業の年次報告

書，

って，このリ

のものと

が作られた

ストは， ― ， ―

考えた方がよい。 ―

ことになる。このリストに

その他を

， ― ， ―

については， 年のラン

もとづいて，各人の経歴を，

補足的に利用した。したが

， ― ， ―

キングにもとづいてリスト

主として，

（ ）
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で補足した
）
。

的な集計表は

アメリカ巨大企業のコーポレ

およ

このデータベースに依拠して

末尾に載せてある。

ート・ガバナンス（ 年

びインターネットによって調

以下の分析を進めることに

年）（谷口）

査し，社史その他の文献

する。年別，企業別の総括

１ カテゴ

最初に，デ

では，「内部

第１

リー

ータベースの分析にあたって

昇進者・専門経営者」，「所有

章 取締役の分析

用いた経歴のカテゴリーに

者」，「金融関係者」，「法律関

ついて説明しておく。ここ

係者」，「他企業関係者・

その他」「不

「内部昇進

主として企

らは，いわゆ

の当該企業で

に就任した者

員に就任し，

所有者ではあ

明」の６つのカテゴリーが経

者・専門経営者」

業内の昇進の階梯を昇って，

る俸給経営者，あるいは専門

の勤続年数はまちまちである

はここに分類されている。ま

同時に取締役に就任した者も

るが昇進の階梯をのぼって取

歴の分類に用いられている。

取締役にまで到達した者が

経営者と呼ばれる層の中核

が，その長短にかかわらず

た，他企業での実績を買わ

専門経営者としてこのカテ

締役となった者は，数はそ

ここに分類されている。彼

部分を形成している。彼ら

，内部昇進によって取締役

れて当該企業の上級執行役

ゴリーに含めてある。また，

れほど多くはないが，専門

経営者として

「所有者」

企業の所有

こに分類され

者が取締役と

業に取得され

加を目的とし

ここに分類されている。

者として取締役会に参加して

ている。また，合同によって

なることが多いが，彼らもこ

た企業の所有者もここに分類

て株式を大量に所有するにい

いる者である。当該企業の

設立された企業の場合，合

こに分類されている
）
。また

されている。また，単純な

たった者もここに含めた
）
。

創業者およびその一族がこ

同参加企業の所有者や経営

，買収などによって当該企

投資ではなく，経営への参

「金融関係

投資銀行，

の大投資家も

あるが，経営

個人のプロモ

「法律関係

法律関係者

者」

商業銀行，各種保険会社，投

ここに含まれている。彼らの

参加を目的としていないと判

ーターもここに含められてい

者」

はほとんどの場合弁護士であ

資会社の関係者がここに分

場合「所有者」に分類され

断された場合はここに含め

る。

る。弁護士が取締役会に参

類されている。また，個人

ている者との境界が曖昧で

た。 世紀初頭に活躍した

加する場合，その専門知識

による貢献が

の利害関係を

ると考えられ

て内部昇進し

「他企業関

金融業以外

期待されると同時に，何らか

明らかにするのは困難なので

る場合は，ここに分類した。

ていくことがよく見られるが

係者・その他」

の企業の所有者・経営者をこ

の利害を背後に背負ってい

，その職業活動の主要部分

なお，弁護士の資格を持つ

，その場合は内部昇進者と

こに分類した。製造業を中

る場合が多い。しかし，そ

が法律家としての活動であ

者が企業の法務部門に入っ

して分類した。

心に鉱業，商業，公益企業，

（ ）



サービス業とそ

のためには，こ

その他もここに

立命館経済

の業種は多岐にわたっており

れで十分と判断した。また，

分類されている。

学（第 巻・第３号）

，細かく分類することも可能

政府関係者，大学関係者，コ

であるが，当面の目的

ンサルタント，会計士

「不明」

情報不足のた

不明部分は残り

個々のカテゴリ

れたものである

２ 社内取締

め分類不可能な取締役は不明

の部分と同じ構成をなしてい

ーの比率は，断りのないかぎ

。

役比率とガバナンス構造類型

として扱われている。以下で

ると仮定して議論を進めるこ

り，全体から不明部分をひい

は，必要のないかぎり，

とにする。したがって，

たものに対して求めら

次に，本稿で

社内取締役

内部取締役比

締役の取締役全

いるが，取締役

は言えない。

ガバナンス

取締役会で内

分析のために使用する２つの

比率

率とも言うが，取締役の中で

体に対する比率である。一般

会の他の勢力が執行役員を兼

構造類型

部昇進者・専門経営者，所有

ツールについて説明しておく

何らかの執行役員を兼務して

に，経営者支配の場合この比

務すれば，この比率は高くな

者，金融関係者，他企業関係

。

いる者すなわち社内取

率が高くなるとされて

るので，一概にそうと

者・その他が占める比

率を比較し，こ

所有者がそうで

他がそうである

企業のガバナン

の集計をとった

３ カテゴリ

の４つのうち内部昇進者・専

ある場合を類型 ，金融関係

場合を ，４つとも全体の３

ス構造を類型化してみた。そ

ものが表３である（２つの類

ー別概観

門経営者の比率が他の３つよ

者がそうである場合を類型

分の１を超えない場合を類型

れぞれの企業の類型は章末の

型が同じ比率の場合は ポイン

り高い場合を類型 ，

，他企業関係者・その

として，それぞれの

付表に載せてある。そ

トを各類型に割り振った）。

表２は末尾に

って 年間の

「内部昇進者

年の比率

年， ％

半数を占める勢

にまで減少させ

掲げた年別，企業別の集計表

趨勢をカテゴリーごとに概観

・専門経営者」

は ％にすぎなかったが，

， 年， ％と， 年

力となっている。しかし，そ

，世紀末には ％と２割を

をさらに集計したものである

してみよう。

年後の 年には ％に

まで一貫して取締役会に占め

の後，傾向は反転し， 年

切るまでに至っている。

が，まず，この表によ

までその比率を高め，

る比重を増大させ，過

にはその比率を ％

「所有者」

年の取締

％まで低下

せ， 年の

％と若干の

役会の過半， ％は所有

しているが，なお，３割を維

％から，戦後には 年の

上昇を示しているが，回復に

者によって占められていた。

持していた。しかしその後急

％と見る影もなくなり，

はほど遠い。

年にはその比率は

速にその地位を低下さ

年， ％， 年，

（ ）



アメリカ巨大企業のコーポレ

表２ 上

ート・ガバナンス（ 年

位 社の取締役の出身

年）（谷口）

（括弧内％）

表３ 上位 社のガバナンス構造

「金融関係

金融関係者

年，

者」

は 年に ％と取締役会

％と停滞し，戦後は， 年

の４分の１を占めていたが

， ％， 年 ％，

，その後， 年， ％，

年 ％と１割強にま

で減少してい

「法律関係

法律関係者

「他企業関

他企業関係

ど高い比率を

％と，急激に

る。

者」

は， 年の ％から，

係者・その他」

者・その他は，戦前には

占めてはいなかったが，戦後

その比率を高め，取締役会の

年の ％まで，その比率

年， ％， 年， ％

は， 年， ％，

圧倒的部分を占めるに至っ

を低下させている。

， 年， ％とそれほ

年， ％， 年，

ている。

４ 時期別

年

この時期の

た企業の所有

律関係者が積

とんど姿を現

分析

トップ 企業のほとんどは企

者・経営者が取締役会の過半

極的に参加し，この３者で

しておらず，所有者が経営の

業合同によって設立された

を占めていた。また，合同

％と圧倒的な部分を占めて

実権を握ると同時に，金融

ものであり，合同に参加し

に関与した金融関係者と法

いた。内部昇進者はまだほ

関係者，法律関係者あるい

は他企業関係

営に関与する

ている。企業

が 社，類型

的であり，金

者が経営のための専門知識を

ことが多く，社内取締役比率

ごとのガバナンス構造（表３

が６社，類型 が１社で

融支配型も相当の地位を占め

提供していたと考えられる

の高さは，彼らが執行役員

）を見てみても，類型 のガ

あり，この時期のガバナンス

ていたと言ってよい。

。この時期の取締役は，経

も兼務していたことを示し

バナンス構造をとる企業

の構造は所有者型が圧倒

（ ）



年

この時期にな

かし，所有者は

立命館経済

ると， ％を占めるに至っ

その比率を大きく減少させた

学（第 巻・第３号）

た内部昇進者の台頭が顕著な

とはいえ，取締役会の３割を

現象となっている。し

占め，依然として大き

な影響力を持っ

社内取締役比率

兼務していた結

この時期は，所

年

この時期，内

係者はその勢力

ていた。金融関係者も ％に

は ％と半数近い比率を示

果と考えられる。個々の企業

有者支配から経営者支配への

部昇進者は取締役の半数を超

を維持していた。社内取締役

近い勢力を保っており，無視

しており，内部昇進者と所有

のガバナンスの類型も 型

移行期にあったと考えられる

え，他方，所有者の衰退は益

比率は ％と前の時期から

できない存在であった。

者の両者が執行役員を

， 型が拮抗しており，

。

々顕著となり，金融関

大きく落ち込んでいる

が，ガバナンス

の時期に経営者

年

この時期は経

比率は ％で

まっている。さ

配は揺るぎない

業も 社に過

の類型を見てみると， 型は

革命が着実に進展していたこ

営者支配型のガバナンス構造

，全期間を通じて最高の地点

らに， 型のガバナンス構造

ものとなったように見える。

ぎない。しかし，この時期に

前の時期の９から へと大

とを示していると考えられる

の絶頂期といってよいかもし

に到達している。社内取締役

をもつ企業数は 社のうち

所有者支配企業は完全に姿を

大きな変化が起こっていたこ

きく増加しており，こ

。

れない。内部昇進者の

比率も ％にまで高

社に達し，経営者支

消し，金融支配型の企

とに注目しなければな

らない。それは

取締役会に占め

もちろん，この

取締役会の多様

配の補完物とし

支配の企業と見

多数を占めるよ

，他企業関係者・その他の勢

る彼らの比率は ％にまで

段階では，彼らは経営者支配

な構成は，経営者によって意

て出発したと言える。たとえ

なすことができるが，この類

うになると，経営者支配は不

力が無視しがたい程度まで増

増加し，類型 に属する企業

を脅かす存在になっているわ

識的にとられるようになった

ば，この時期の

型に属している。しかし，外

安定要因を抱え込むことにな

大してきたことである。

が７社出現している。

けではない。むしろ，

政策であり，経営者支

は典型的な経営者

部取締役が取締役会の

るのである。

年

この時期は，

率は ％と４

ある。社内取締

る企業 を完

意味を持ってい

ることが経営者

前の時期に現れはじめた傾向

割を切り，対して，他企業関

役比率も ％にまで低下し

全に上回った。その他の類型

るように思われる。金融関係

の政策で，取締役会の無機能

が益々顕著になってきたと言

係者・その他の比率が ％

，類型 に属する企業は

に属する企業は完全に消滅し

者，法律関係者も含めて多様

化によって自己の支配を強化

える。内部昇進者の比

と前者を凌駕したので

企業で，類型 に属す

た。このことは二様の

な外部取締役を登用す

する目的でその政策を

実行したとすれ

主権を回復する

それはいわゆる

行していたと言

年

この時期に見

ば，それは経営者支配の完成

ために，外部取締役の増加を

株主反革命の前兆といえるか

えるであろう。

られる事態は，革命的と言っ

形態といえるかもしれない。

要求し，経営者がその要求に

もしれない。現実には，この

てよいかもしれない。内部昇

しかし，株主が自己の

応じたのだとすれば，

両面を持って事態は進

進者の比率は ％と

（ ）



２割を切り，

にまで低下し

経営者の裁量

アメリカ巨大企業のコーポレ

外部取締役による取締役会の

，２社を除いてすべての企業

の余地を許さないところまで

ート・ガバナンス（ 年

多様な構成は益々進展した

が 型のガバナンス構造を

進んだように見える。 型

年）（谷口）

。社内取締役比率は ％

取るようになった。事態は

の構造が標準になったとい

うことである

言えない。こ

前とは非常に

５ まとめ

以上，

業のガバナン

。もちろん，このガバナンス

の構造の下でも経営者支配を

異なったもの，あるいは非常

年間にわたる取締役会の構成

ス構造のダイナミックな変遷

構造が直ちに株主主権的な

維持することは可能であろ

に厳しいものになったとい

の変化を検討することによっ

を把握することができた。

ガバナンスをもたらすとは

う。しかし，その条件は以

えるであろう。

て，アメリカのトップ企

そこには， 世紀初頭の所

有者支配から

所有の復権と

中の事態は，

態を理解する

進もう。

経営者革命による経営者支配

いう，歴史の大きなモメンタ

その黒白をはっきりさせるに

ためには，取締役会の構成を

第２章

の確立，ついで「株主反革

ムが作用しているように思

至っていないと言える。経

離れて別の分析をする必要

執行役員の分析

命」による株主主権の回復，

われる。しかし，現在進行

営者支配の帰趨と現在の事

がある。執行役員の分析に

執行役員の

進者あるいは

らである。し

至るプロセス

することによ

ナンス構造の

分析は，戦前と戦後に分けて

専門経営者によって占められ

たがって，戦前の分析では，

を明らかにする。戦後の分析

って専門経営者の労働市場の

特徴の把握を試みる。

行う必要がある。戦後は執

，他のカテゴリー出身者を

内部昇進者・専門経営者が

は，内部昇進者・専門経営

性格を明らかにし，それを

行役員のほとんどが内部昇

見ることはほとんど無いか

執行役員の大半を占めるに

者の勤続年数と学歴を検討

通じて戦後巨大企業のガバ

なお，ここ

対象としてい

て選ばれてい

カテゴリー

１ 戦前の

表４は末尾

で扱う執行役員は原則とし

る。採録の範囲は企業，時期

るとは言い難いが，ここでは

は取締役の場合と同一のカテ

執行役員の分析

に掲げた年別・企業別の集計

て に

によって異なっており，必

それらを区別無く一括して

ゴリーを使うことにする。

表をさらに集計したもので

として掲載されたものを

ずしも統一的な基準によっ

執行役員として扱っている。

ある。それによって戦前の

動向を見てみ

年

この時期の

業の場合は，

によって明ら

金融関係者も

よう。

トップ企業の執行役員の

旧企業の所有者・経営者が新

かにされた所有者型のガバナ

％を占め，この時期には

％は所有者によって占めら

企業の経営を担うことが普

ンス構造は，執行役員の分

積極的に経営に関与するこ

れていた。とくに，合同企

通であった。取締役の分析

析によっても確認される。

とが多く，また，彼らの金

（ ）



立命館経済

表４ 上位

学（第 巻・第３号）

社の執行役員の出身
（括弧内％）

融的専門知識に

律関係者の経営

取締役の場合に

年

よって所有経営者を補完す

への参加も同様の意味をもっ

比べて遙かに多くが参加して

る役割を担ったことを示して

ていた。内部昇進者・専門経

いるが，まだ多数を占めるに

いる。 ％を占める法

営者は ％を占め，

は至っていない。

この時期の特

と，所有者と内

いうことである

６割以上を占め

比率はこの時期

ある。

年

この時期にな

徴は，金融関係者， ％，

部昇進者・専門経営者以外が

。これに対して，内部昇進者

， ％を占める所有者をも

はまだ ％であったから，

ると経営の実権は内部昇進者

法律関係者， ％，他企業

経営に直接タッチすることは

・専門経営者の台頭が著しい

完全に凌駕してしまった。彼

経営者革命はまず執行役員を

・専門経営者に移ったと言え

関係者・その他， ％

ほとんどなくなったと

。その比率は ％と

らが取締役会に占める

舞台に開始されたので

る。執行役員の ％

を彼らが占め，

を完全には失っ

者は ％，法

執行役員にお

２ 戦後の執

戦後の執行役

日常的な経営は彼らにほぼ

ていなかったが，かれらの性

律関係者は ％，他企業関係

ける経営者革命は，戦前段階

行役員の分析

員の分析の焦点はその圧倒的

委ねられていた。所有者は

格も専門経営者に近いものと

者・その他は ％を占める

でほぼ完了していたと言って

部分を占めるに至った内部昇

％を占め，その影響力

なっていた。金融関係

に過ぎなかった。

よいだろう。

進者・専門経営者に当

てられなければ

その内容は多様

者の労働市場の

タを含めて検討

勤続年数

表５，表６は

プル数に相当の

ならない。これまでこのカテ

である。とくに，ガバナンス

あり方が重要である。執行役

することにする。

勤続年数が判明した執行役員

差があるが，勤続年数がわか

ゴリーを一様なものとして扱

の構造との関係では，その勤

員における経営者革命がほぼ

を勤続年数ごとに分類したも

るデータは今のところこれだ

ってきたが，現実には，

続年数，あるいは経営

完了した 年のデー

のである。各年のサン

けしかないので，それ

にしたがって分

年

この時期の執

を占め，執行役

うな現象がいつ

に続く特徴が，

析を行う。 年から見てい

行役員は勤続 年から 年ま

員の圧倒的部分が長期勤続者

頃から始まったのかは，それ

すでにこの時点でほぼ定着し

こう。

での ％を頂点に勤続 年

によって構成されていること

を示すデータが得られないの

ていたことは間違いない。

以上が全体の ％以上

を示している。このよ

で定かでないが，戦後

（ ）



アメリカ巨大企業のコーポレ

表５ 執行

ート・ガバナンス（ 年

役員の勤続年数 ５年単位

年）（谷口）

（括弧内％）

表６ 執行役員の勤続年数 年単位
（括弧内％）

年

この時期の

上を占め，

％から

を卒業してす

トレーニング

執行役員は勤続 年から 年

年とほぼ同じ勤続傾向を

％へ増大し，勤続 年未満

ぐにか，比較的短期間を経て

あるいは座学によって企業特

までの ％を頂点に，勤

示しているが，勤続 年から

の執行役員が ％から

入社し，昇進の階梯を昇り

殊的な知識を習得し，トッ

続 年以上で全体の ％以

年までの層は 年の

％に減少しており，大学

ながらオン・ザ・ジョブ・

プ・マネジメントにまで上

り詰めるとい

年

この時期は

数 年から

これに対し

込んでいる。

ている。経営

う，いわゆる経営者の内部労

， 年に見られた傾向がさ

年の ％を頂点に，勤続年

て，短期勤続者は減少し，勤

勤続 年未満の数字を取って

者の内部労働市場の最盛期と

働市場が確立していたと言

らに進んでいる。勤続年数

数 年から 年で全体の

続年数 年未満の執行役員は

みると， 年の ％か

いってよいかもしれない。

ってよいであろう。

はさらに長期化し，勤続年

％を占めるに至っている。

％と１割を大きく割り

ら ％へと大きく減少し

年

この時期の

るように思わ

の比率は，

％から ％

ている。第二

から ％に

勤続年数のデータは，経営者

れる。第一に，短期勤続者の

年の ％から ％へと

へと大きく上昇し， 年未満

に，勤続年数 年以上の層が

まで下落している。以上のこ

の労働市場が大きく変化し

顕著な増加が見られる。勤

飛躍している。同時に，勤続

全体で ％から ％へ

どの階層でも大きく比率を

とは，以下の二つのことの

つつあることを示唆してい

続年数 年未満の執行役員

年から 年の層も

とほぼ２倍の拡大を実現し

落とし，全体として ％

いずれか，あるいは両方に

よって説明し

市場が経営者

くなったこと

％弱存在する

学歴の

執行役員の

うるかもしれない。すなわち

の雇用に積極的に利用され始

，すなわち若手の登用が進ん

ことは，依然として内部労働

分析

学歴を第７表にしたがって見

，一つは，経営者の内部労

めたこと，もう一つは，執

だことである。とはいえ，

市場が強固であることも示

てみよう。ここでもサンプ

働市場に代わって外部労働

行役員へ到達する期間が短

勤続年数 年以上の層が

しているように思われる。

ル数に開きがあるが，現在

（ ）



立命館経済

表７

学（第 巻・第３号）

執行役員の学歴
（括弧内％）

備考） 学士レベル
修士レベル
む。中退者
博士レベル

これ以上のデー

は学士授与を目的としない教育機関・プ
は，２つ以上の大学から学士を取得した
も含む。
は 以外の博士学位（

タは得られない。

ログラムへの進学者も含む。また中退者
ものも含む。大学卒業者のための教育機

など）も含む。

も含む。
関・プログラムへの進学者も含

年の時点

でいるがその数

が執行役員の標

歴しか有してい

また，修士レベ

％と例外的

年段階で

の学歴を有する

ですでに学士レベル（中退者

は多くない）は ％を占めて

準的な学歴となっていること

ない執行役員が ％も存在

ルが ％存在し，高学歴化

である。

は高卒以下の学歴はもはや例

に至っている。修士レベルは

など学位不取得者，専門学校，

おり，大学あるいはそれと同

を示している。しかし，この

しており，戦後の特徴と大き

が始まりつつあることも示し

外的であり， ％と圧倒的

二つ以上の学士号取得者，修

短大などへの進学者を含ん

等の教育機関への進学

時期には高卒以下の学

な違いを示している。

ている。博士レベルは

多数が学士レベル以上

士退学者もふくんでい

るが，その比率

学歴がもはや例

以上の傾向は

％となって

年の数字

％を占め，

歴が執行役員の

は ％となっており，博士

外的ではなくなっていること

年の数字によっても確

おり，高学歴化が一層進んで

は劇的な変化を示している

学士レベルが ％にまで落

標準となったと言ってよいで

レベルの ％を併せて

を示している
）
。

認される。学士レベルが

いることを示している。

といえる。修士レベル以上の

ち込んでいることを考えると

あろう。企業において企業特

％を占め，修士以上の

％，修士レベル以上が

学歴を持つ執行役員が

，修士レベル以上の学

殊的な知識よりも普遍

的な専門知識が

均年齢は 歳

多角化の進展と

じたと考えるこ

執行役員の調達

的知識を身につ

識を習得した修

より求められるようになった

であるので， 年代半ばに

事業部制管理機構の形成の過

とも可能である。また，先の

が活発化していることを示唆

けた内部昇進者ではなく，ビ

士レベル以上の執行役員候補

のかもしれない。生年のわか

大学進学をした世代である。

程で，企業によって求められ

勤続年数の分析は， 年に

していたが，このことを考え

ジネス・スクールやロー・ス

者が，経営者の労働市場で活

っている執行役員の平

この時期急速に進んだ

る知識の質に変化が生

は外部労働市場による

合わせると，企業特殊

クールなどで専門的知

発に活動していると想

定することも可

本稿の課題は

能であろう。

お

， 年から 年までの

わ り に

年間のアメリカにおける巨大企業の取締役会のメ

（ ）



ンバーと執行

ガバナンスの

に上位 社の

アメリカ巨大企業のコーポレ

役員の経歴を調査することに

あり方の歴史的変遷を明らか

取締役と執行役員の経歴に関

ート・ガバナンス（ 年

よって，アメリカの巨大企

にすることであった。その

するデータベースを作成し

年）（谷口）

業におけるコーポレート・

ため， 年から 年おき

，それにもとづく分析がな

された。

取締役の分

で「株主反革

確認された。

次に，執行

進者が占める

ってよい。

析からは， 世紀初頭の所有

命」による株主主権の回復，

役員の分析が行われた。執行

に至っており，執行役員にお

者支配から経営者革命によ

所有の復権という，歴史の

役員の場合，すでに戦前期

ける経営者革命は，戦前段

る経営者支配の確立，次い

大きなモメンタムの作用が

にその圧倒的多数を内部昇

階でほぼ完了していたとい

戦後の執行

は， 年ま

った。しかし

たことが明ら

学歴の分析

を明らかにし

おり，これは

動する経営者

役員の分析は，主として，勤

でにすでに内部昇進による経

， 年の分析では，内部労

かとなった。しかし，内部労

は，戦後，大学卒は経営者の

た。さらに明らかになった最

企業特殊的な知識に代わって

が登場してきたことを意味す

続年数と学歴についてなさ

営者の内部労働市場が確立

働市場に代わって，外部市

働市場も依然として強固で

学歴の標準となり，その後

近の事態は，学歴の標準が

，専門的な知識を武器とし

ると考えられる。

れた。勤続年数の分析から

していたことが明らかとな

場が積極的に利用され始め

あることも示された。

，高学歴化が進展したこと

大学院卒以上に移ってきて

て外部労働市場で活発に活

以上のよう

揺し始めてい

ベースの補強

められなけれ

） 谷口

な最近の変化は，従来の経営

ることを示しているように思

とより詳細な分析，個々の企

ばならない。

明丈『巨大企業の世紀― 世紀

者支配的なコーポレート・

われる。しかし，そのこと

業のガバナンスのあり方の

注

アメリカ資本主義の形成と企業合

ガバナンス構造が大きく動

は，本稿で使用したデータ

具体的な検討によって確か

同』有 閣， 年， ペ

ージ。

）

）

） データベース作成に使用した主要文

（

献の書誌データは以下のとおりで

）

ある。

（ ）



） 年

ントの性

立命館経済

の 企業のほとんどは合同によっ

格は所有者的性格が強かったと考

学（第 巻・第３号）

て設立された企業であるが，そ

えられるので，所有者と確定で

の企業のトップ・マネジメ

きない場合もここに分類す

ることに

） 年

締役は執

） 修士と

）のよ

ー・スク

〔付記〕 本稿

る。

した。

の は

行役員を兼務していない限り，所

博士の学位の区別は，特に戦後に

うな３年程度の期間で博士を取得

ールで以前に与えられていた

は科学研究費補助金の交付を受け

の支配下にあったといえるが，

有者として分類されている。

おいてはあまり重要でないよう

できるコースも設置されている

は本稿では修士と同等のレベ

て行った研究（課題番号

から派遣された取

に思われる。法律博士（

からである。ちなみに，ロ

ルとして扱われている。
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